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城陽おひさまプロジェクトnews　
第32号　2018年9月24日　NPO法人市民共同発電をひろげる城陽の会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(0774-55-4190)


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2018.原発とエネルギー学習講演会のお知らせ
吉原氏（城南信金顧問）講演
―　原発に頼らない社会へ　―
　原発廃止・エネルギー転換を実現するための改革基本法案（通称　原発ゼロ基本法案）の成立で日本経済の再生と地域に豊かな暮らしを

10月25日・文化パルクにて
原発ゼロめざす城陽の会と私たちＮＰＯ法人市民共同発電をひろげる城陽の会は、原発に頼らない社会を次世代にの想いを込めて城南信用金庫顧問・吉原毅氏を招いて１０月２５日に文化パルク城陽において講演会を開催します。
吉原氏は「信金」理事長時代に３．１１原発事故を体験し、城南信用金庫として「脱原発」を宣言されました。また、最近では原発ゼロ・自然エネルギー推進連盟を小泉純一郎元総理らとともに立ち上げ「原発ゼロ基本法案」を発表された方であり、経済・金融の専門家です。吉原氏は原発即時ゼロにより自然エネルギーの自給自足・地産地消が完成すれば、我が国の燃料費（25兆円以上）が海外ではなく、日本各地に降り注ぎ、地域が豊かになると訴えておられます。
原発ゼロ法案は3月に提案されましたが、まだ成立には至っておりません。成立に向けお力をお貸し下さい。ぜひご参加ください。また、チラシを同封しておりますので、周りの方々にも呼び掛けていただきますようお願いいたします。
講演会の概要　
日時　　１０月２５日（木）午後６時３０分開会

場所　　文化パルク城陽西館２ｆ　ふれあいホール　
講師　　吉原　毅氏　（城南信用金庫顧問、原発ゼロ・自然エネルギー推進連盟会長）
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テーマ　原発ゼロ・自然エネルギー推進法案について　
―原発ゼロで日本経済は再生する―　　　　

 　　　 後援　　城南信用金庫、原発ゼロ・自然エネルギー推進連盟
　＜入場は無料　事前の申込は不要です＞    　裏面へ
原発廃止・エネルギー転換を実現するための改革基本法案（通称  原発ゼロ基本法案）

  第１９６国会（2018年3月）に野党が共同で提出した「原発ゼロ基本法案」は前文と6章（２５条）及び附則で構成されています。提案理由には「原発廃止・エネルギー転換を

実現するための改革に関し、基本的な理念及び方針を定め、国等の責務を明らかにし、並びに原発廃止・エネルギー転換改革推進計画の策定等について定めるとともに、原発廃止・エネルギー転換改革推進本部を設置することにより、原発廃止・エネルギー転換を実現するための改革を総合的かつ計画的に推進する必要がある。」として、法成立後５年以内の原発の運転廃止など原発の廃止・再生エネルギーへの転換をうたいあげています。

城南信用金庫は昭和20年8月東京都・城南地区の１５信用組合が合併して創立。

	　　　　　　　　　原発に頼らない安心できる社会へ  
                  　　　　　　　　　　　　　　　　城 南 信 用 金 庫   

 東京電力福島第一原子力発電所の事故は、我が国の未来に重大な 影響を与えています。今回の事故を通じて、原子力エネルギーは、私達に明るい未来を与えてくれるものではなく、一歩間違えば取り返しのつかない危険性を持っていること、さらに、残念ながらそれ を管理する政府機関も企業体も、万全の体制をとっていなかったことが明確になりつつあります。こうした中で、私達は、原子力エネルギーに依存することはあまりにも危険性が大き過ぎるということを学びました。私達が地域金融機関として、今できることはささやかではありますが、省電力、省エネルギー、そして代替エネルギーの開発利用に少しでも貢献することではないかと考えます。そのため、今後、私達は以下のような省電力と省エネルギーのための様々な取組みに努めるとともに、金融を通じて地域の皆様の省電力、省エネルギーのための設備投資を積極的に支援、推進してまいります。 
  徹底した節電運動の実施
1  冷暖房の設定温度の見直し 
2  省電力型設備の導入
3  断熱工事の
4 施工 
5  緑化工事の推進
6  ソーラーパネルの設置 
7  ＬＥＤ照明への切り替え 
8  燃料電池の導入 
9  家庭用蓄電池の購入 
10  自家発電装置の購入 
11  その他  
　以 上　　　　　（２０１１年４月１日）


経営理念は　・中小企業の健全な育成　・豊かな国民生活の実現　・地域社会繁栄への奉仕を経営理念としています。本店所在地は品川区五反田、東京・神奈川に85店舗を展開、従業員数2108人。預金量3兆6,325億円は信金２位。東日本大震災直後脱原発宣言発表そろそろ、考えませんか「２０１９年問題」
　２００９年１１月から始まった特例太陽光による余剰電力買い取り制度の買取保証が１０年の期間を終え２０１９年１１月に終了します。この案件は３７万件とも言われています。固定価格買い取り制度からの卒業・ＦＩＴ卒業になるわけです。この時期の買取保証金額は４８円/ｋｗｈ、期間後は自由取引となります。自分で買い取り業者を探さなければ今の買い取り業者＝関電は経産省の意向に従って「無償」、“タダで引き取るよ“と言う態度の様です。これらを総称してパネル発電者の間では「２０１９年問題」と言われています。

　問題点として、７月に「主力エネルギー」と再生可能エネルギーを「エネルギー基本計画」で位置付けた閣議決定に反する、少なくとも水を差すことになる、と言うことが問題の一つ目。

　二つ目はソーラーでつくられた電力は燃料費ゼロ、その上、二酸化炭素排出ゼロの環境価値がある、つまり有価物。それを「無償」とは経済の大原則に反するではないか。

　三つ目は経産省は「無償」などと言っていないで、今後ＦＩＴ卒業生は２００万件にも達する見込みなので、その電気を集めてビジネスを展開する新買取業者（アグリケーター）が活動しやすい環境を整えるなど発電意欲を支え、新規事業を起こし、再生エネルギーが本当に「主力電源」となるように政策誘導すべきではないのか。

　「無償」と言われると落ち込んだりしますが、適正価格で購入と言うのであれば意欲がわきます。ＦＩＴ期間が終わってもパネルは太陽の光を浴びて発電していきます。「問題」はチャンスに変わる！これからもいろいろな情報を集めて会員の皆さんにお伝えしていきたいと思います。皆さんも多様なご意見や情報をお寄せください。

　アンケートにご協力を
　本会がお世話して設置したパネルは昨年度末までに１１基、設備能力は５０ｋｗｈを超えるところに到達しました。これら以外に会員の皆さんが設置されているパネルの設置時期や設備容量などのアンケートを実施しています。２０１９年問題のこともあり「会」として適切な対応ができればと考えています。ご協力をお願いします。アンケート回収はニュース等の配布担当役員がお伺いして行う予定です。

　

　電力の小売り自由化から２年余

　　　　７月末で８３４万件がスイッチング（乗換）
　２０１６年４月にスタートした電力小売りの自由化から２年半になろうとしています。スイッチング件数は７月末現在で８３４万件に到達しました。毎月３０万件以上のペースで増加していますので、今年度末には１０００万件を超えると推測されます。

再エネ重視の電力会社への乗換・スイッチング、まだの方は是非ご検討ください。
　　城陽市の温暖化防止対策実行計画について　―環境課からの出前講座―
　９月３日、地球温暖化防止対策について、環境課からの出前講座をお願いしました。５月に策定された城陽市の地球温暖化対策実行計画（H３０年度から３４年度）を上羽課長を講師として学習会を理事メンバーで開催。CO₂排出量削減目標やクールチョイス運動や地域交通、雨水タンクなどについても説明がありました。
　　あなたの屋根におひさま発電を！初期費用ゼロで！燃料費ゼロで、

　　温暖化効果ガス排出ゼロで！
エネルギーの地産・地消、地球と地域にそして家計に温かいソーラーパネルを
個人宅おひさま発電ゼロ円システム2018募集中
脱原発、地球温暖化防止のため、再生可能（自然）エネルギーの普及に貢献したいけれど、自宅に太陽光発電パネルを設置する初期費用の負担が大きすぎると考えておられた方々にはうれしい仕組みです。　　　　　　　　　　　　　　　
＊2013年の法人設立以降、11基、累計出力53.37kwに到達しました。

①一般のご家庭に初期費用０円で太陽光パネルを設置。9年間月次定額料金支払で可能。
②ご家庭の省エネ努力によって売電量を増やせば、月々の負担を減らすことが可能。
③初年度から太陽光パネルはご自身の所有となる。
④10年目以降は定額支払もないので発電分すべてが活用可能。
⑤脱原発、地球温暖化防止、エネルギーの地産地消に貢献できる。
＜個人宅おひさま発電ゼロ円システムのイメージ＞
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会員　協力金拠出⇒　　　　　　　⇒パネル設置　　　　　　　　⇒電気代支払

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会員　返　済　←　　　　　　　　←9年間定額支払　　設置者　←売電料金　

＜２０１８年度の応募概要＞
①城陽市及び近隣市町村の会員に募集します。
　②屋根材が太陽光パネルの荷重に耐えられ、雨漏り等の恐れがないこと。
　③電力会社との受電契約（予定含む）があり、系統連系ができること。
　④引っ越し予定がなく、9年間継続してお支払できること。　

・募集期間2018年5月26日~2019年1月31日まで
・申し込み受付分から、見積もりさせていただきます。
・安全対策上の足場費用と消費税を含む費用設定です。

・設置費目安（一面設置例）A　3.78kw 月額支払11,929円　　　　　　　　　　　　　　＊設置面数や瓦種類に　　B　4.54kw 月額支払14,327円　  *画像はｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｴｺｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼﾞｬﾊﾟﾝ様より　　　より、変動します。　　C　5.29kw 月額支払15,853円　

　　　　　　　　　　　　　D  太陽光発電3.78kw+蓄電池5.6kw 月額支払23,584円　

　＊二つの設備同時設置の場合は太陽光1万円/kw上限4万円、蓄電池6万円/kwh上限36

万円城陽市補助金あります（近隣自治体も同様）。

Dプランの蓄電池は単独設置より18%値引きされています。

・手続きの流れ　①見積申込　→　②設置場所調査　→　③見積説明 　→　④契約　

→　⑤事業計画認定　→　⑥パネル設置　→　⑦送電会社への連系契約　→⑧発電開始

＜2018年5月26日NPO法人市民共同発電をひろげる城陽の会　☎　0774-55-4190＞

市民発電　の会
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